


J AS法の表示制度には「JAS規格制度」
と「品質表示基準制度」の二つがあり

ます。JAS規格制度は、日本農林規格の検査
に合格した製品にJASマークを付けることを
認める制度です。ただし、これは任意の制度
であり、この規格に沿っていなくても、製品
を流通させることは可能です。一方、品質表
示基準制度はすべての飲食料品製造業者、ま
たは販売業者に義務づけられている制度で、
消費者の選択の助けとなるよう、農林水産大
臣が制定した品質表示基準に従って表示する
必要があります。
　品質表示基準制度には、生鮮食品について
の基準と加工食品についての基準、それに、
遺伝子組み換え食品に関する基準が定められ
ています。
　生鮮食品の表示では、「名称」と「原産
地」の表示が義務づけられています。このほ
か、水産物の場合は冷凍品を解凍したものに
は「解凍」、養殖したものには「養殖」と記
します。また、玄米や精米は、「名称」「原
料玄米」「内容量」「精米年月日」「販売業
者等の氏名または名称、住所および電話番
号」を、定められた様式により、容器または
包装の見やすい箇所に表示します。
　加工食品の表示事項は、「名称」「原材料
名」「内容量」「賞味（消費）期限」「保

存方法」「製造業者等の氏名または名称およ
び住所」の6項目です。産地名が加工地なの
か、原料の産地を示すのか、不明確な表示は
禁止されています。
　また、加工食品の原料原産地表示は、近
年、対象品目が大幅に拡大されました。現
在、乾燥した野菜や果物、きのこ、調味した
食肉など、生鮮食品に近い20の加工食品群
に、主な原材料の産地表示が義務づけられ
ています。主な原材料とは、原材料に占める
重量の割合が50％以上のものです。この場
合、国産の原材料は「国産」などと表示し、
輸入品の場合は「原産国名」を多い順に表示
します。
　これまで述べてきたのは消費者向けの製品
についての必要事項でした。しかし、ミート
ホープ事件などを踏まえ、今年4月からは業
者間取引に対してもJAS法による表示が義務
付けられました。
　消費者が正確な情報に基づいて食品を選択
できるようにするには、何と言っても分かり
やすい表示が第一です。表示の詳細について
は、農林水産省のホームページに詳しく掲載
されており、どのように表示すればいいか疑
問がある場合は、全国各地に設けられている
「食品表示110番」へ相談してください。
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食 品衛生法改正で食品を扱う事業者
の責務が明記されたのは平成15年

のことです。食品事業者の責務は今のとこ
ろ、努力目標でしかありません。しかし、
一旦、食品事故が起れば、マスコミは絶対
に守るべき基準であるかのように報道しま
す。その結果、食品事業者にとっては、こ
の責務に沿って単に努力しているというだ
けでは認められない時代になってきていま
す。度重なる事件、事故を受けて、厚生労
働省でも責務を強化する意向であり、企業
も今後どのように取り組んでいくかを、真
剣に検討すべき時期に来ています。
　食品事業者の責務の一つとして、「必

要な情報に関する記
録を作成し、これを
保存するように努め
なければならない」
とありますが、これ
も努力目標に過ぎ
ません。ただし、
HACCPやISOの認証

を取得する企業にとっては、必要最低限の
条件となります。
　厚生労働省では、記録の作成及び保存に
係る指針（ガイドライン）を示しており、
少なくともこれに沿って記録し、保存しな
ければ、消費者からも認められません。
　基本的な記録事項としては、仕入年月
日、仕入元の名称及び所在地、食品等の品
名、ロット確認が可能な情報などが挙げら
れます。記録書類は記録事項が確認できる
書類、例えば販売台帳や注文書などでも差
し支えなく、専用の帳簿を作成する必要は
ありません。記録の保存に関しては消費期
限または賞味期限にプラスアルファの期

間、保管しておいてください。
　ところで記録と言っても、膨大な項目を
すべて記録して、保管するのは大変です。
どの項目を、どの頻度で記録するのか、
しっかりと精査してほしいと思います。ま
た、極端な場合、記録はすべてコンピュー
タ任せという企業もあるようですが、その
場合は、システムが正常に作動している
か、ソフトが改ざんされていないか、必ず
人がチェックするようにしてください。
　厚生労働省では、食品事業者が実施すべ
き管理運営基準についても指針（ガイドラ
イン）を示しています。ごく基本的なこと
ばかりですが、守らないと営業停止になる
こともありますので、順守してください。
HACCPの認証取得を目指す皆さんにとっ
ても、この指針が基礎となります。例え
ば、手を洗う場所には使い回しのタオルで
はなく、使い捨てのペーパータオルや温風
乾燥機を設置するといったように、自社の
工場や厨房と照らし合わせて改善してくだ
さい。
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1 960年代に米国で開発された食品衛
生管理システムであるHACCPは、そ

の後、米国内において缶詰食品の衛生管理
方式として取り入れられ、世界各国へと広
がっていきました。日本では、1995年に食
品衛生法の一部改正を行い、「総合衛生管
理製造過程の承認制度」としてHACCPの導
入を進めてきました。
　現在、この承認制度が導入されている食
品分野は、「乳・乳製品」「食肉・食肉製
品」「容器包装詰加圧加熱殺菌食品（レト
ルト食品）」「魚肉ねり製品」「清涼飲料
水」の5つです。食品分野はこれ以上に増
えることはありません。しかし、例えば羊
羹を作っているメーカーがレトルトぜんざ
いを開発してHACCPを取得した例があるよ
うに、レトルト食品の分野を活用すること

で、さまざまな分野の食品メーカーが承認
を受けることができます。
　承認申請に当たっては、食品ごと、工場
ごとに厚生労働大臣に申請することができ
ます。施設設備の衛生管理や従事者の教育
訓練など、10項目にわたる一般的衛生管
理事項を徹底しておくことが何より重要
です。承認後の外部検証は、厚生労働省の
担当官と食品衛生監視員が行います。一度
承認を得ても取り消されることもあります
が、もう一度取得しなおすことも可能で
す。
　また、近年、先に述べた5つの食品分野
以外でも、HACCPによる食品衛生管理に取
り組む企業があります。これらの企業が工
場を新設、改良する際に利用しているのが
「HACCP手法支援法」です。この制度で

は、HACCPに対応した
食品製造機や包装機の
設置、洗浄・殺菌装置
の導入、モニタリング
装置・微生物測定装置
の設置に必要な資金が
低利で融資されます。

　さらに、ここ数年では、各都道府県がそ
れぞれ独自のHACCP推進事業を展開する動
きが活発化しています。例えば、東京都で
は2003年8月に「東京都食品衛生自主管理
認証制度」を創設しました。豆腐製造施設
や弁当・総菜調理施設、ホテルや結婚式場
といった大量調理施設も対象としており、
昨年末までに237施設が認証を取得してい
ます。
　ところで、食品の安全戦略を立案するた
めには、情報の収集と調査、危機管理シス
テムの構築と作動確認、食品事故に対する
迅速対応、検証方法の設定などが必要で
す。情報の収集に際しては「食品衛生小六
法」にさまざまな実例が掲載されています
ので、ぜひ、一読してください。

HACCP手法支援法や
自治体独自の制度も活用を

HACCPに関する最近の話題HACCPに関する最近の話題

石川県農業短期大学
（現・石川県立大学）名誉教授
NPO法人北陸HACCPシステム

研究会顧問 農学博士

横山 理雄氏




